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議案第３１号 

 

対馬市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

（対馬市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 対馬市職員の給与に関する条例（平成１６年対馬市条例第４７号）の

一部を次のように改正する。 

第２７条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に改

め、同条第３項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１

００分の７２．５」を「１００分の６７．５」に改める。 

 第２８条第２号中「（法第１６条第１号に該当して失職した職員を除く。）」

を削る。 

 別表第５の(１)の表を次のように改める。 

別表第５（第５条関係） 

(１) 行政職給料表 等級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

１ 定型的な業務を行う職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３ 係長及び主任の職務 

４ １ 課長補佐の職務 

２ 副参事の職務 

５ １ 次長の職務 

２ 課長、室長、所長、館長、事務局長、署長、副署長、支署

長、出張所長及び主幹（以下「課長等」という。）の職務 

３ 参事の職務 

６ １ 理事の職務 

２ 困難な業務を所掌する次長の職務 
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３ 特に困難な業務を所掌する課長等の職務 

７ １ 部長、政策監、会計管理者、教育部長、局長及び消防長の

職務 

２ 重要な業務を所掌する理事の職務 

  別表第５の(３)及び(４)の表中「課長相当職」を「主幹」に改める。 

（対馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 対馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１８年対馬市

条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第７条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２０」に、「１

００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に改める。 

（対馬市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第３条 対馬市議会議員の議員報酬及び費用弁償に関する条例（平成１６年対

馬市条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に

改める。 

（対馬市市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例の一部改正） 

第４条 対馬市市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例（平成１６年対馬

市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に

改める。 

（対馬市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正） 

第５条 対馬市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（平成

１６年対馬市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２．５」に

改める。 

（対馬市水道事業企業職員給与条例の一部改正） 

第６条 対馬市水道事業企業職員給与条例（平成１６年対馬市条例第２０８号）

の一部を次のように改正する。 

第１８条第２項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」
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を削る。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

 （令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

第２条 令和４年６月に支給する期末手当の額は、第１条の規定による改正後

の対馬市職員の給与に関する条例第２７条第２項（同条第３項、第２条の規

定による改正後の対馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条第

２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び対馬市職員の給与

に関する条例第２７条第４項から第６項まで（対馬市職員の育児休業等に関

する条例（平成２０年対馬市条例第５号）第１５条の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）若しくは第３３条第１項、第２項若しくは第６項、

公益的法人等への対馬市職員の派遣に関する条例（平成１７年対馬市条例第

３号）第４条、第３条の規定による改正後の対馬市議会議員の議員報酬及び

費用弁償に関する条例第５条第２項、第４条の規定による改正後の対馬市市

長及び副市長の給与及び旅費に関する条例第５条第２項又は第５条の規定に

よる改正後の対馬市教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例

第５条第２項の規定にかかわらず、これらの規定により算定される期末手当

の額（以下この条において「基準額」という。）から、令和３年１２月に支

給された期末手当の額に、同月１日(同日前１か月以内に退職した者にあって

は、当該退職をした日)における次の各号に掲げる職員の区分ごとに、それぞ

れ当該各号に定める割合を乗じて得た額（以下この条において「調整額」と

いう。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上となる

ときは、期末手当は、支給しない。 

(１)  第１条の規定による改正前の対馬市職員の給与に関する条例(以下こ 

の項において「改正前の給与条例」という。）第２７条第２項 １２７．

５分の１５ 

(２) 改正前の給与条例第２７条第３項 ７２．５分の１０ 

(３) 第２条の規定による改正前の対馬市一般職の任期付職員の採用等に関

する条例第６条第１項、第３条の規定による改正前の対馬市議会議員の議
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員報酬及び費用弁償に関する条例第５条第２項、第４条の規定による改正

前の対馬市市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例第５条第２項及び

第５条の規定による改正前の対馬市教育長の給与、勤務時間その他の勤務

条件に関する条例第５条第２項  １６７．５分の１０ 

第３条 前条に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は規則で

定める。 

 

令和４年３月１７日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第３２号 

 

対馬市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

対馬市職員の育児休業等に関する条例（平成２０年対馬市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第３号中「条例」の次に「（平成１８年対馬市条例第４５号。以下「任

期付職員条例」という。）」を加え、同条第４号ア(ア)を削り、同号ア(イ)中

「１歳６カ月」を「１歳６か月」に、「特定職に引き続き」を「引き続いて任

命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中(イ)

を(ア)とし、(ウ)を(イ)とする。 

第２条の３第２号中「１歳２ヵ月」を「１歳２か月」に改め、同条第３号中

「１歳６カ月」を「１歳６か月」に改める。 

第２条の４中「１歳６カ月」を「１歳６か月」に改める。 

第７条中「６箇月」を「６か月」に改める。 

第１６条中「対馬市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１８年

対馬市条例第４５号。以下「任期付職員条例」という。）」を「任期付職員条

例」に改める。 

第１７条中「第１６条」を「前条」に改める。 

第２１条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日

ごとの勤務時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

第２５条を第２７条とし、第２４条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２５条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者

が妊娠し、又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当

該職員に対して、育児休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、
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育児休業の承認の請求に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の

措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該

職員が不利益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

 （勤務環境の整備に関する措置） 

第２６条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするた

め、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 (１) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

 (２) 育児休業に関する相談体制の整備 

 (３) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

令和４年３月１７日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第３３号 

 

対馬市市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条 

例 

 

対馬市市長及び副市長の給与及び旅費に関する条例（平成１６年対馬市条例第

４４号）の一部を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

７ 令和４年４月１日から同年９月３０日までの間における市長及び副市長の

給料月額は、第３条の規定にかかわらず、同条に定める額から、市長にあって

は当該給料月額の１００分の２０に相当する額、副市長にあっては当該給料月

額の１００分の１５に相当する額を減じて得た額とする。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

令和４年３月１７日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 
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議案第３４号 

 

損害賠償の額の決定について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１３号の規定によ

り、次のとおり損害賠償の額を決定することについて、議会の議決を求める。 

 

 令和４年３月１７日提出 

 

                     対馬市長 比田勝 尚喜 

 

 

１．発 生 日 時 令和３年９月１４日（火）午後２時００分頃 

 

２．発 生 場 所 対馬市豊玉町 

 

３．相 手 方 対馬市上対馬町 個人 

 

４．事故の状況  閉栓の依頼を受け閉栓処理を実施したが、後日、閉栓され

ていないとの連絡があり、錯誤により別の家屋に閉栓処理を

行っていたことが判明した。 

これにより、当該家屋においては閉栓がされておらず、漏

水による損害を与えたもの 

          

５．損害賠償額 ６５４，０３８円 
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同意第７号 

 

   対馬市教育長の任命について 

 

 対馬市教育長に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第１項の規定により、議会の同

意を求める。 

 

  令和４年３月１７日提出 

 

対馬市長 比田勝 尚喜 

 

 

記 

 

 

１ 住  所   対馬市美津島町雞知甲５５０番地８ 

 

２ 氏  名     中島
なかしま

 清
きよ

志
し

 

       

３ 生年月日      昭和３７年３月９日 
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同意第８号 

 

   対馬市教育委員会委員の任命について 

 

 対馬市教育委員会委員に次の者を任命したいので、地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

 

  令和４年３月１７日提出 

 

       対馬市長 比田勝 尚喜   

 

記 

 

 

１ 住  所  対馬市豊玉町田１０２１番地 

 

２ 氏  名  佐伯
さ え き

 康弘
やすひろ

 

 

３ 生年月日  昭和４６年３月２０日 
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